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当社グループを取り巻く経営環境が変化していく中でも、こ

の経営の好循環を維持し、地球環境や社会全体との調和を図り

ながら持続的な成長を目指して経営を行う「サステナビリティ

経営」を実践していきます。

前述のとおり、当社グループは利益、キャッシュ・フローと

いった「経済的価値」と、持続的かつ豊かな社会を実現するとい

う「社会的価値」を同時に創造し、これらが相互に好影響を及ぼ

しながら経営の好循環を生み出すことで、健全経営と安定配

当、さらには企業としての持続的な成長を実現してきました。

に、引き続き、「日本の大動脈と社会基盤の発展に貢献する」と

いう使命を将来にわたって果たしていきます。

当社グループは「サステナビリティ経営」を実践する上で意

識すべき重要課題として、取締役会の決議により７項目のマテ

リアリティを特定しています。これらのマテリアリティを念頭

マテリアリティの特定

マテリアリティの特定プロセス

リスク及び機会の識別

（洗い出し）

● SASBスタンダード等の情報源を参照し、

　社会や環境の変化・変容等が当社グループに対して

　与える影響（リスク及び機会）を網羅的に洗い出し

重要なリスク及び

機会の識別

● 識別したリスク及び機会について、「財務的影響」

　 「発生可能性」の２軸で重要度評価（スコアリング）を

　 実施し、重要なリスク及び機会を識別

マテリアリティ案の作成
● 識別した重要なリスク及び機会を踏まえ、

　 マテリアリティ案を作成

妥当性の検証

整合性の確認

● 株主・投資家等、ステークホルダーの意見を踏まえて妥当性を検証

● 経営理念、「ありたい姿」、年次の運営方針、各種施策等、

　 当社グループの経営方針との整合性を確認

マテリアリティの特定 ● 経営会議での議論、取締役会での決議を経てマテリアリティを特定

重要度評価（スコアリング）のイメージ
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サステナビリティ全般に関するガバナンス体制
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関係部署

当社グループでは、取締役会をサステナビリティ関連のリス

ク及び機会を管理・監督する機関として位置付けています。ま

た、サステナビリティ関連のリスク及び機会を評価・管理する

ため、代表取締役社長の下、総合企画本部経営管理部にサステ

ナビリティ企画室を設置しており、同室が中心となって関係部

署及びグループ会社と連携し、サステナビリティ関連の対応方

針を策定します。

なお、代表取締役社長が議長を務め、すべての常勤の取締役

及び監査役並びに一部の執行役員を構成員とする経営会議に

おいて、サステナビリティ関連の各施策についても十分に議論

できる体制としています。

サステナビリティ全般に関するガバナンス体制

７項目のマテリアリティ

安全を最優先に、自然災害の激甚化や大規模災害等の発生に対してもレ

ジリエンスを有する強靭な社会インフラを構築し、維持・発展させるこ

とで、日本の大動脈輸送を担うという使命を将来にわたって果たし続け

ていきます。

ライフスタイルやニーズの多様化、変わりゆく社会の様々な要請に合わ

せてサービスを拡充するとともに、新たな視点・柔軟な発想を活かして

需要の創出・取込みを行うなど、より多くのお客様にご利用いただける

サービスを提供していきます。

人口減少をはじめとした様々な社会的課題が想定される将来を見据え、

地域との連携強化を通じた魅力的な地域づくりと人流の増加に取り組

むとともに、鉄道のご利用拡大とグループ事業の展開を一体的に行うこ

とで沿線を活性化させ、社会・経済の発展に貢献していきます。

より便利で、快適で、

安心してご利用いただける

サービスの提供

安全かつ強靭な

社会インフラの維持・発展

地域との連携による

社会・経済の発展

当社グループが考える「サステナビリティ経営」

電力・燃料消費を削減する取組み等を不断に進めるなど、鉄道の環境優

位性に磨きをかけ、脱炭素社会への移行に伴う対応コストを抑えるとと

もに、より多くのお客様に鉄道を選択・利用していただくことで、運輸部

門全体としての環境負荷を抑制し、地球環境保全に貢献していきます。

働きやすく、働きがいのある職場づくりと健康経営の推進を基盤とした

人材の育成に取り組み、最も重要な「資本」である社員一人ひとりの意欲・

能力を持続的に高め、経営理念をより高いレベルで実現していきます。

より一層の安全確保や将来の経営基盤の強化に向けて不断に高めてき

た技術力を基盤とし、最新の技術を積極的に取り入れて技術開発を推進

するとともに、世界に誇る日本独自の先端技術である超電導リニア技術

のブラッシュアップにより鉄道システムのさらなる革新を実現するな

ど、イノベーションを推進していきます。

鉄道事業を中心とした当社グループの事業は公共性が高く、様々なス

テークホルダーの支えがあって成り立っていることから、それらすべて

のステークホルダーからの信頼を高めるべく、安全最優先の企業文化の

確立や経営の健全性及び透明性の確保を図りつつ、企業としての持続的

な成長を実現していきます。
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